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Ⅰ 教職課程の現状及び特色 

  

１ 現状 

（１）大学名：   

公立大学法人長野大学 

（２）所在地：   

長野県上田市下之郷６５８－１ 

（３）学部学科の組織及び認定を受けている免許状の種類 

学部学科 認定を受けている免許状 

社会福祉学部 

社会福祉学科 

中学校教諭 1 種免許状（社会） 

高等学校教諭 1 種免許状（地理歴史） 

高等学校教諭 1 種免許状（公民） 

高等学校教諭 1 種免許状（福祉） 

特別支援学校教諭 1 種免許状（知的障害・肢体不自由・病弱） 

環境ツーリズム学部 

環境ツーリズム学科 

中学校教諭 1 種免許状（社会） 

高等学校教諭 1 種免許状（地理歴史） 

高等学校教諭 1 種免許状（公民） 

企業情報学部 

企業情報学科 
高等学校教諭 1 種免許状（情報） 

 

（４）学生数及び教員数 

１）学生数： 

学部学科 免許種 1 年 2 年 3 年 4 年 合計 
学年

定員 

社会福祉学部 

社会福祉学科 

中学社会科 9 14 13 12 48 

150 

高校地歴科 8 9 13 12 42 

高校公民科 5 8 11 13 37 

高校福祉科 0 0 1 0 1 

特別支援 7 9 10 9 35 

環境ツーリズム学部 

環境ツーリズム学科 

中学社会科 6 3 5 0 14 

75 高校地歴科 6 3 4 0 13 

高校公民科 5 2 5 0 12 

企業情報学部 

企業情報学科 
高校情報科 2 2 3 0 7 75 

小学校 

特別プログラム 
小学校 2 種 － － 0 7 7 

 

※免許課程毎の課程履修希望届を出した学生数. 

（令和４年５月１日現在） 
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２）教員数： 

専任教員数 

 

学部学科 

教職課程専任教員 学部

基幹

教員 
教職 

中学 

社会 

高校 

地歴 

高校 

公民 

高校 

情報 

高校 

福祉 

特別 

支援 
小計 

社会福祉学部 

社会福祉学科 
2 4 3 3 － 4 3 19 28 

環境ツーリズム学部 

環境ツーリズム学科 
0 4 3 3 － － － 10 14 

企業情報学部 

企業情報学科 
0 － － － 4 － － 4 15 

大学全体 2 8 6 6 4 4 3 33 61※ 

※淡水生物学研究所専任教員 2 名を含む. 

（令和４年５月１日現在） 

 

  



長野大学教職センター 

 

 3 / 27 

 

２ 特色  

長野大学教職課程は、長野大学憲章・長野大学ビジョンを踏まえ、全学的な教員養成理

念として『自ら学ぶことを通して生徒の学びの支援し、科学的知見及び幅広い社会的視野

に根差した教養を身につけ、地域社会やひとびとの生活にもまなざしを向けられる教員を

養成する』を掲げている。各学科別の教員養成理念は以下の通りである。 

 

○社会福祉学部社会福祉学科 

教科指導はもちろんのこと、現代社会に不可欠の福祉的な発想と教養を備え、ソーシ

ャルワークの対人援助技術を身につけた教員を養成する。 

○環境ツーリズム学部環境ツーリズム学科 

社会科学的知見と幅広い教養に裏づけられ、地域社会に貢献しうる問題発見、解決能

力のある使命感・責任感、社会性と指導力を持つ教員を養成する。 

○企業情報学部企業情報学科 

社会科学と情報科学の知見に裏づけられた課題発見・問題解決能力を備えた教員を養

成する。 

 

大学として「地域協働型教育」を掲げており、教職課程においてもサービス･ラーニング

を推奨し、低学年次から継続的な学校現場での体験活動を通じて、実践的指導力のある教

員養成に努めている。2020 年度からは長野大学が存立している長野県上小地域の小校長会

と教職センターが提携し学生のサービス･ラーニング先の確保や円滑な実施を行っている。 

2021 年度には東御市子どもサポートセンターとも提携を結び、単なるボランティアの実

施にとどまらず、学校現場と協働しながら児童生徒の学習支援等に従事する体制を整えて

いる。また、昨今の複数免許取得を推進する文部科学省の方策や学生等のニーズも踏まえ

て、玉川大学と協定を結び小学校免許特別プログラムを開始しており、令和 4 年度は 1 期

生 7 名が同プログラムを履修している。 

長野大学は 1 学年 340 名定員の小規模大学であり、教職課程を履修する学生は毎学年 20

～30 名程度である。小さな大学であることを活かし、学生を中心とした顔の見える教員養

成を行っている。 
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Ⅱ 基準領域ごとの自己点検・評価 

 

 基準領域１ 教職課程に関わる教職員の共通理解に基づく協働的な取り組み 

（１）基準項目１－１ 教職課程教育に対する目的・目標を共有 

［状況説明］ 

長野大学は、「建学の理念」の一つに「地域社会との密接な結びつきにより学問理論の生

活化をめざす」ことを掲げ、地域文化の発展に力を発揮できる人材の育成を行ってきた。

公立大学法人化後は、「公立大学法人長野大学ビジョン」を策定し、「地域の未来を創造・

デザインできる人材の育成」を教育理念としている。これらの理念を達成するための教育

目標を「この地に生きる教養ある職業人の育成」として掲げ、教養教育、専門教育に加え

て「地域協働型教育」を 3 つ目の柱として教育を行っている。 

教職課程では、上記の大学ビジョンや教育理念を踏まえて、教員養成の理念として「自

ら学ぶことを通して生徒の学びの支援し、科学的知見及び幅広い社会的視野に根差した教

養を身につけ、地域社会やひとびとの生活にもまなざしを向けられる教員を養成する」を

掲げている。 

教員養成課程での学びを志望する学生の全学的な質的保証という観点から、本学における

教員養成カリキュラムの管理・運営体制の整備を行い、組織的指導体制を確立することを目

的として令和 2年度より教職センターを設置している。教職センターが中心となり、教職課

程の全学的な運営の他、セメスター開始時に全体ガイダンスを行い、教員養成の現状や本学

教職課程の最新情報について学生に周知している。また、教職課程に所属する学生は、1年

次より個別の指導担当教員が配置され、卒業まで個別指導をうける体制をとっている。それ

により学生は、よりきめ細かい指導、相談等の支援をうけ、教員への道を目指している。 

 

［長所・特色］ 

本学の大学ビジョン、教育理念、3 ポリシー（ディプロマポリシー、カリキュラムポリ

シー、アドミッションポリシー）とともに大学 HP にて公開している。また、教職課程の理

念についても大学 HP で公開している。 

 

［取り組み上の課題］ 

教職センター運営委員は、全学の教職課程専任及び各学部で主に教科指導法を担当する

教員で構成されており、学科を問わず教職課程の学生を講義等で担当することも多い。そ

のため、教職センターにおいても、学生情報等の共有がスムーズに行われ、全学的に教員

養成を行っている状況である。一方で、各学科の教科の専門的事項を担当している教職専

任教員については、当該科目を教職課程以外の学生が履修していることも含めて、必ずし

も教員養成に関わっている認識が十分ある状況とは言えない。 

 

［根拠となるデータ等］ 

１－１－１．長野大学教職センターHP（抜粋） 

https://www.nagano.ac.jp/outline/facilities/2016_10/  
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（２）基準項目１－２ 教職課程に関する組織的工夫 

［状況説明］ 

長野大学教職センターでは、「教育の基礎的理解に関する科目」「道徳、総合的な学習の時間

等の指導法及び生徒指導、教育相談に関する科目」「教育実践に関する科目」「各教科の指導法

（情報機器及び教材の活用を含む。）」について教職センターの責任により課程編成を行って

いる。本学の教職課程の履修学生は 1学年あたり 40名と非常に小規模である。そのため、「教

育の基礎的理解に関する科目」および「道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、

教育相談に関する科目」「教育実践に関する科目」については全学科共通で開設をしている。

特に社会福祉学科において特別支援教育課程を開設していることを活かして、平成 31年度か

ら開設が義務づけられた教職課程コアカリキュラムの事項「特別の支援を必要とする幼児、児

童及び生徒に対する理解」（本学では特別支援教育概論）はもちろん、「学校体験活動Ⅰ・Ⅱ」

においても特別支援教育課程の教職専任教員を担当者にするなど、地域の小中学校に在籍す

る特別な教育的ニーズのある児童生徒に対する理解力・指導力を育成している。 

「教科に関する専門的事項」については各学科に編成を委ねており、各学部の教職セン

ター教員および大学教育センターを通じて連携協力を図っている。 

 

［長所・特色］ 

教職センターは、社会福祉学部社会福祉学科、環境ツーリズム学部環境ツーリズム学科、

企業情報学部企業情報学科の各教職課程の専任教員により構成され、各学部と連携を図り

ながら、①全学教育科目の教職等資格科目の開発及び研究、②職支援・教職相談に関する

こと、③教職課程認定申請に関すること、④教育実習の企画に関すること、⑤他大学との

連携協定に関すること等の業務にあたっている。 

教職センターでは月 1 回教職センター会議を開催し、教職課程運営に関わる各種検討事

項の協議・報告、各講義等での学生の様子を共有するなど教職課程の運営を担っている。

また、教職センター会議で共有された情報は、適宜大学教育センターや各学部教授会へと

報告され、全学的な教職課程運営の役割を果たしている。 

また、教職センターを窓口とすることで、長野大学が存立する上田市の各学校はもちろ

ん、長野県上小地域の校長会や東御市と連携・協力を進め、教職課程の地域協働型教育（サ

ービス・ラーニング）の充実を実現している。 

 

［取り組み上の課題］ 

本学は小さな教職課程であり、教職専任教員も限られている。「教育の基礎的理解に関す

る科目」および「道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び生徒指導、教育相談に関する

科目」「教育実践に関する科目」を共通開設することにより全学的な質担保にはつながって

いる一方で、学科によっては教員配置に偏りが大きい。各免許課程、各学科における教職

専任教員の配置の見直しは重要な課題である。 

 

［根拠となるデータ等］ 

１－２－１．長野大学教職センター規定 

１－２－２．特別支援教育概論シラバス 
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１－２－１．長野大学教職センター規定 

(趣旨) 

第 1 条 この規程は、長野大学学則第 60 条第 3 項及び公立大学法人長野大学組織規程

第 8 条第 2 項の規定に基づき、長野大学教職センター(以下、「センター」とい

う。)の組織及び運営に関し必要な事項を定める。 

(目的) 

第 2 条 センターは、長野大学(以下、「本学」という。)における教職課程教育の質の

向上を図るとともに、教職課程を履修する学生を支援し、また、地域の教育機

関と連携することにより、地域社会に貢献できる教員の養成に資することを

目的とする。 

(業務) 

第 3 条 センターは、次に掲げる業務を行う。 

(1) 教職課程の運営及び実施に関すること 

(2) 教育実習及び介護等体験実習に関すること 

(3) 教職課程履修学生の指導及び支援に関すること 

(4) 教職を希望する卒業生のキャリア支援に関すること 

(5) 教職課程に関する地域の教育機関との連携に関すること 

(6) 教員免許状更新講習に関すること 

(7) 現職教員の研修および相談等に関すること 

(8) 教職課程科目担当教員に対するファカルティ・ディベロプメント(FD)の企画

運営に関すること 

(9) その他教職課程教育に関すること 

(組織) 

第 4 条 センターに、次の職員を置く。 

(1) センター長 

(2) 副センター長 

(3) センター教員 

(4) 教職履修学生に対するキャリア支援に関する教職員 

(5) その他、必要な教職員 

(センター長) 

第 5 条 センター長は、センターの業務を掌理する。 

第 2 条 センター長は、原則として教授の中から学長が指名する。 

第 3 条 センター長の任期は 2 年とする。ただし、再任は妨げない。 

(副センター長) 

第 6 条 副センター長は、センター長の職務を補佐するとともに、センター長に事故が

あるときは、その職務を代行する。 

第 2 条 副センター長は、職員の中から学長が指名する。 

第 3 条 副センター長の任期は 1 年とし、再任は妨げない。ただし、欠員により補充さ

れた副センター長の任期は、前任者の残任期間とする。 

(センター教員) 

第 7 条 センター教員は、社会福祉学部、環境ツーリズム学部、企業情報学部の教員で、

教職課程科目を担 

当する教員の中から、各学部の学部長が推薦し学長が指名する。 

2 センター教員の任期は 1 年とし、再任は妨げない。ただし、欠員により補充された
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(運営委員会) 

第 8 条 センターに、第 3 条各号に掲げる業務の実施に関する事項を審議するため、

教職センター運営委員会(以下、「委員会」という。)を置く。 

第 2 条 運営委員会は、次の者をもって構成する。 

(1) センター長 

(2) 副センター長 

(3) センター教員 

(4) その他、センター長が必要と認めた者 

第 3 条 運営委員会に委員長を置き、センター長をもって充てる。 

第 4 条 委員長は、委員会を招集し、議長となる。 

第 5 条 委員長に事故があるときは、副センター長がその職務を代行する。 

第 6 条 運営委員会は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

第 7 条 運営委員会の議事は、出席した構成員の過半数をもって決し、可否同数のとき

は、議長の決するところによる。 

第 8 条 運営委員会において必要と認めるときは、構成員以外の者の出席を求めて、そ

の意見を聞くことができる。 

第 9 条 運営委員会は、必要に応じ専門委員会を置くことができる。 

第 10 条 専門委員会に関し必要な事項は、運営委員会が別に定める。 

(専門委員会) 

第 9 条 センターに、教職課程に係る教員が全学的に必要な連絡・調整を行う機関とし

て教職センター専門委員会(以下、「専門委員会」)を置く。 

第 2 条 専門委員会の連絡・調整事項は次のとおりとする。 

(1) 教職教育における全学的な事業計画に関する事項 

(2) 教職教育における全学的な教職カリキュラムに関する事項 

(3) その他、教職教育における全学的に必要な連絡・調整事項 

第 3 条 専門委員会は、第 4 条第 1 項に規定する教職員及び教職科目を担当する教員

で組織する。 

第 4 条 専門委員会に議長を置き、センター長をもって充てる。 

第 5 条 議長は、原則として年 1 回の専門委員会を招集し、これを主宰する。 

第 6 条 議長に事故あるときは、副センター長がその職務を代行する。 

第 7 条 専門委員会は、構成員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

第 8 条 専門委員会の議事は、出席した構成員の過半数をもって決し、可否同数のとき

は、議長の決するところによる。 

第 9 条 専門委員会において必要と認めるときは、構成員以外の者の出席を求めて、そ

の意見を聞くことができる。 

(事務) 

第 10 条 センターに関する事務は、 学務グループ 教育支援担当が処理する。 

(雑則) 

第 11 条 この規程に定めるもののほか、センターの運営に関し必要な事項は、センタ

ー長が学長と協議して定める。 

附則 

この規程は、令和 2 年 4 月 1 日から施行する。 
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１－２－２．特別支援教育概論シラバス 
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基準領域２ 学生の確保・育成・キャリア支援 

 

（１）基準項目２－１ 教職を担うべき適切な人材（学生）の確保 

［状況説明］ 

教職センターではセメスター毎にガイダンスを実施し、教職課程の概要や魅力等につい

て学生に周知している。また、オープンキャンパスにおいては、社会福祉学部の教職専任

教員が模擬授業を行っているほか、大学祭での模擬授業の公開、年度末の教職課程研究報

告会の公開等を通じて教職課程の魅力等を広報し、学生確保に努めている。 

 

［長所・特色］ 

長野大学の教職課程では原則として 4 年間かけて履修することとなっている。しかしな

がら、1 年次の開始当初では履修を完遂できるか不安な学生もいることから、1 年次後期、

2 年次前期からの履修登録も認めている。教職課程の履修を希望する学生は、「教職履修希

望届」の提出、「教職課程の google classroom への登録」、「課程履修費の支払」を以て正

式登録となる。1 年次後期または 2 年次前期から履修する場合については必修科目の受講

が変則的となるため、教職センター長と面談を実施し、その結果を教職センター会議で協

議の上、履修登録の可否を判断している。 

また、教育実習の要件として毎回のガイダンス、履修カルテの作成・面談、教職課程が

開催するイベントへの参加を課している。そのような機会を通して、学校現場の教職員と

の関係性や、実習等のリアルな状況、学年を超えた学生同士の関係構築の場を提供してい

る。 

 

［取り組み上の課題］ 

1 年次に教職課程の所属する学生は毎年度 30～40 名となっている。また、最終的に教員

免許状を取得するのは 10～15 名程度、教員採用試験を受験する学生は 10 名以下となって

いる。特に、社会福祉学部以外では教員採用試験につながっていないのが現状である。教

員採用試験と就職活動時期が大きくずれていたり、教育実習等の教職関係の実習とインタ

ーンシップや就職活動とのタイミングが重なってしまい、本人の希望とは違うタイミング

次元で選択を迫られているのが現実である。 

また、学年が上がるにつれて教職を辞退する学生が発生するが、中には学生の成績等の

問題が生じる場合もあり、日頃の学修フォローアップ体制には課題がある。 

 

［根拠となるデータ等］ 

２－１－１．1 年間の流れ 

２－１－２．教職履修希望届  
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２－１－１．1 年間の流れ 
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２－１－２．教職履修希望届 
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（２）基準項目２－２ 教職へのキャリア支援 

［状況説明］ 

教職センターでは、全課程履修生に対して学部アドバイザーとは別に教職アドバイザー

を配当している。教職アドバイザーは日々の教職履修に関する助言・指導だけでなく、セ

メスター毎の履修カルテの面談や進路相談等も行っている。教員採用試験を希望する学生

に対しては、教職アドバイザーが中心となって学習指導や面接対策を含めた二次試験対策

等を実施している。 

 

［長所・特色］ 

教職アドバイザーを配当していることにより、教職の学生は困ったときすぐに相談でき

る状況にある。教職アドバイザーとは講義だけでなく、セメスター毎に履修カルテの面談

を行っており、教職アドバイザーは学生の学修の状況や進路希望等について把握するよう

に務めている。 

また、各種実習系科目（介護等体験、学校体験活動Ⅰ・Ⅱ、教育実習、特別支援教育実

習）の受講に当たっては別途ガイダンスを実施し、実習先での振る舞い方等を指導してい

る。 

 

［取り組み上の課題］ 

長野大学は各学部においてもアドバイザー制度をとっており、学生によっては学部のア

ドバイザーと教職アドバイザーが重複していて相談がしにくい、あるいはアドバイザーが

異なることによりどちらに相談してよいかわからない、といった事態も発生している。ま

た、教職課程のカリキュラム編成上 2 年次は指導法を中心に履修するが、社会福祉学部に

おいてはゼミ等が存在しないために教員との関係が希薄になりがちである。指導法を通じ

て学生の様子を聴取し、また学生にも折に触れて面談をするように促しているが、対面で

話す機会が履修カルテ面談のみである、という場合も少なくない。2 年次は指導法の履修

が始まり、本格的に教職課程での学びがスタートする状態となっており、学生も不安や悩

みが生じやすい時期にあり、この時期の学生とアドバイザー教員との距離感の調整が課題

であると言える。 

 

［根拠となるデータ等］ 

２－２－１．教育実習実施状況 

２－２－２．教員採用試験受験状況  
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２－２－１．教育実習実施状況 

 

年度 

校種 
平成 30 令和 1 令和 2 令和 3 令和 4 

小学校 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 7(7) 

中学校 8(8) 10(9) 13(12) 10(10) 11(11) 

高等学校 0(0) 1(1) 1(1) 4(4) 2(2) 

特別支援学校 5(5) 9(9) 11(10) 8(7) 9(9) 

合計 13(13) 20(19) 25(23) 22(21) 29(29) 

人数は延べ数、()内は実施学校数. 
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２－２－２．教員採用試験受験状況 

 

年度 

校種 
令和 2 令和 3 令和 4 

 受験者 合格者 受験者 合格者 受験者 合格者 

小学校 0 0 1 0 4 3 

中学校 1 1 4 0 2 0 

高等学校 1 0 3 0 1 0 

特別支援学校 5 0 4 2 3 2 

合計 7 1 12 2 9 5 
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基準領域３ 適切な教職課程カリキュラム 

  

（１）基準項目 ３－１ 教職課程カリキュラムの編成・実施 

［状況説明］ 

長野大学教職センターでは、全学的な教員養成理念として「自ら学ぶことを通して生徒

の学びの支援し、科学的知見及び幅広い社会的視野に根差した教養を身につけ、地域社会

やひとびとの生活にもまなざしを向けられる教員を養成する」を掲げている。この理念に

基づき、座学と実学の往還を大切に学校現場でのサービス･ラーニングの充実に努めてい

る。また、各学科では学科毎の教員養成理念に基づき、教員養成を行っている。 

「教育の基礎的理解に関する科目」および「道徳、総合的な学習の時間等の指導法及び

生徒指導、教育相談に関する科目」「教育実践に関する科目」については全学科共通で開設

をしている。体系的な学びを実現していくため、1 年次は「教育の基礎的理解に関する科

目」8 単位、2 年次は「教育の基礎的理解に関する科目」「道徳、総合的な学習の時間等の

指導法及び生徒指導、教育相談に関する科目」10 単位、3 年次は「道徳、総合的な学習の

時間等の指導法及び生徒指導、教育相談に関する科目」6 単位と「教育実践に関する科目」

として『教育実習指導』を履修する。特に、サービス･ラーニングを重視し、初年次から学

校現場で活動することを念頭に『特別支援教育概論』を 1 年次に配当し、通常学校の現状

と今後のインクルーシブ教育の担い手となる学生への意識付けを行っている。 

学年毎の教職課程履修者が全学的に 20～30 名という小規模な大学である強みを活かし、

各講義では講義形式での講義においても演習を重視しているほか、実務家教員を中心に「学

校現場での課題」を取り上げ、実践的な教育を意図している。各講義については、教職課

程コアカリキュラムに基づきシラバスが構成されているほか、履修カルテにおいて当該科

目が重点的に扱う「指標」を定めており学習者自身が振り返られるように工夫している。、

また、各学生は学修ガイドに基づき自分の履修を管理することが求められているが、毎年

度の変更点もあり学生からはわかりにくいとの声が上がっている。そのため、履修カルテ

において自分自身の単位修得状況が確認できるように工夫するとともに、令和 4 年度には

カリキュラムツリーを作成し、自分自身の学習過程の現状を把握できるようにしている。 

「各教科の専門的事項および指導法に関する科目」については、各学科が責任をもって

編成している。特に教科に関する専門的事項については、大学教育センターと連携を図り

ながら、4 年間で無理なく履修できるようにカリキュラム編成を行っている。 

「教育実践に関する科目」については、3 年次で教育実習指導を、4 年次に教育実習およ

び教職実践演習を開講している。いずれの科目も前提となる科目の単位修得はもちろん、

科目 GPA、出席状況、教職行事への参加、履修カルテの作成等を条件としている。条件を

満たすことが難しい学生に対しては、履修カルテ作成時の面談に加えて、教職センター運

営会議で学生の学修状況を確認の上、教職アドバイザーが適宜面談を行うなど、履修を進

めるための支援を行っている。 

「大学が独自に設定する科目」としては『学校体験活動Ⅰ』『学校体験活動Ⅱ』を設定し

ている。また、通常学級においても発達障害児への対応が課題となっており、『特別支援教

育概論』1 科目では十分に対応が学べないこと、実際に学校現場では特別支援学級や通常

学級で支援が必要な児童生徒と関わることが多い現状を鑑み、『発達障害教育総論』（特別
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支援教育課程必修科目）を「大学が独自に設定する科目」として位置づけることができる

ように準備を進めている。 

履修カルテは学生がセメスター毎に学習の振り返りを行うポートフォリオとして活用

するとともに、単位の修得状況の確認や教職アドバイザーとの面談に活用している。「教育

の基礎的理解に関する科目」については、担当教員が定めた観点に基づき振り返りを行う

ことで学修状況を的確に振り返り、学習すべき内容を自覚できるようにしている。2021 年

度からは google form と google spreadsheet により管理することで、入力の省力化、効

率化を図るとともに担当教員が学生の学修状況を把握しやすいようになっている。また、

履修カルテに関する指標を見直すことにより、担当教員自身が振り返りを行う機会（FD）

としても機能するようにしている。 

 

［長所・特色］ 

長野大学教職課程の特徴として、1 年次からサービス・ラーニングを行い、学校現場に

行くことを推奨している。サービス・ラーニングについては上小校長会や東御市子どもサ

ポートセンターと連携し、毎年度 40 件近い依頼が大学によせられており、学生は自分自身

の時間割やアルバイト等と時間を調整しながらサービス･ラーニングに参加している。サ

ービス･ラーニングは「学校体験活動Ⅰ・Ⅱ」として正規科目にも位置づけており、定期報

告や年度末の教職課程研究報告会においてポスター発表を行うことにより、学びの具体化

を目指している。サービス･ラーニングの多くは特別支援学級や通常学級で学びのサポー

トが必要な児童生徒を対象としていることが多いこともあり、1 年次前期に『発達障害教

育総論』を受講することで、特別な教育的ニーズのある児童生徒に対する基本的な対応方

法について学び、安心して学校現場に赴けるようにしている。年度末の教職課程研究報告

会では、ポスター発表を行うことで学年を超えた学生間で学びの共有を行えるとともに、

教員からも実践的なアドバイスをもらう機会となっており、何よりも自分自身の体験の言

語化の貴重な機会である。 

また、履修カルテの作成により学生自身が学びの振り返りと、今後の学修指針を確認し

ている。履修カルテの作成と担当教員との面談はセメスター毎に行われており、キャリア

支援の機会としても位置づけられている。履修カルテの面談の状況や学生の日々の学修状

況や教職センター会議において共有され、効果的な指導の一助としている。 

 

［取り組み上の課題］ 

「教科に関する専門的事項」については、大学教育センターを中心に編成を指定してい

るため、担当教員の変更や学部の事情により時間割が変更になることがある。その際に、

教職センターとの連携が十分でなく、一部必修科目が同一時間帯に重複してしまったり、

教職センターが意図している段階的・系統的な履修ができない状況が発生している。 

 

［根拠となるデータ等］ 

３－１－１．学修ガイド 

３－１－２．履修カルテ 

３－１－３．カリキュラムツリー  
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３－１－２．履修カルテ管理画面（見本） 

  

 

履修カルテ（振り返りシート） 

 

履修カルテ管理シート 
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３－１－３．カリキュラムツリー（2022 年度作成） 
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（２）基準項目 ３－２ 実践的指導力養成と地域との連携 

［状況説明］ 

長野大学教職センターでは、長野大学が存立している長野県上小地域の校長会と協働し、

学生のサービス・ラーニングの充実に努めている。2021 年度からは東御市子どもサポート

センターとも連携し、サービス･ラーニングだけでなく不登校支援においても学生を派遣

している。これらのサービス・ラーニングの成果として、学生は低学年次から学校現場の

実際や教職員に実際に求められる資質・能力について理解できるとともに、学修への動機

付けとなっている。また、サービス･ラーニングの成果については、年度末に開催している

「教職課程研究報告会」にてポスター発表を行うことを推奨している（『学校体験活動Ⅰ・

Ⅱ』については単位修得要件となっており義務となっている）。自らの体験を言語化し、活

動の成果と課題を学生同士あるいは教員と共有することで実践力の向上の機会としている。 

「教職課程研究報告会」では、上述のサービス･ラーニングの成果の他に、卒業論文やゼ

ミ論文、各研究室でのゼミ活動の成果についても発表を行っている。また、「教職課程研究

報告会」とともに「教育実習報告会」を毎年度行いいずれの行事も全ての学生の参加を義

務づけている。下級生が 4 年生の学修成果を聞くことにより、4 年間の目標設定の一助と

なるとともに、自分自身の課題を知る機会として設定している。 

 

［長所・特色］ 

長野大学は大学ビジョンの 1 つに「地域貢献」を掲げている。「地域協働型教育」を重視し、

各教員がそれぞれの専門性を踏まえて地域の学校等で活動をしている。学生の中には、教員と

一緒に地域に入り活動に従事している。特に、教職系のゼミや授業では、実際に授業を見学す

るだけでなくその後の研修会を参観して現場の生の課題を感じたり、時に学校と協働して授業

を考えるなど、単なるボランティアだけでは体験できない教職体験を提供できる環境にある。 

 

［取り組み上の課題］ 

大学全体で「地域協働型教育」を掲げていることもあり教職以外の講義でも学外での活

動が多いこと、地域からの依頼は多いものの公共交通機関が十分ではなく自家用車でない

と行けない学校も多いことから、サービス･ラーニングを希望していても対応できないこ

ともある。また、地域協働型教育を積極的に行うことにより学外での学びの時間も増える

傾向にあり、特に教職課程の学生は時間的な余裕がなくなりがちである。時間的負担、金

銭的な負担を低減していくため、上小校長会や東御市教育委員会とも協議をしている。 

 

［根拠となるデータ等］ 

３－２－１．サービス･ラーニング学校リスト（令和 4 年度） 

３－２－２．サービス・ラーニング従事者の推移 

３－２－３．令和 4 年度教職課程研究報告会プログラム 

３－２－４．令和 4 年度教育実習報告会プログラム 

３－２－５．2022 年度実施大学機関別認証評価 点検ポートフォリオ及び評価報告書 

基準 3 特色評価:特色ある教育研究の進展  

No.2「地域と協働した実践的指導力を備えた教員養成の取組」  
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３－２－１．サービス･ラーニング学校リスト 
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３－２－２．サービス・ラーニングの従事者数推移 

 

校種 平成 29 平成 30 令和 1 令和 2 令和 3 令和 4 

幼稚園 3(1) 3(1) 3(1) 1(1) 2(1) 8(1) 

小学校 8(4) 15(4) 24(6) 28(9) 17(10) 26(10) 

中学校 12(3) 17(4) 14(3) 24(5) 40(7) 39(10) 

特別支援学校  18(3) 1(1) 1(1) 2(1) 0(0) 

合計 23(8) 53(12) 42(11) 54(16) 61(19) 73(21) 

人数は延べ数.()内は実施学校数. 
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３－２－３．令和 4 年度教職課程研究報告会プログラム 
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３－２－４．令和 4 年度教育実習報告会プログラム 
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Ⅲ．今後の教職課程教育・運営の課題 

本学では、中学校教諭一種免許状（社会）、高等学校教諭一種免許状（地理歴史、公民、

福祉、情報）、特別支援学校教諭一種免許状（知的障害、肢体不自由、病弱）の課程を開設

している。その運営は令和 2 年 4 月に設置された全学的な組織である教職センターが中心

となり、教職課程を設置している各学科等および全学的な組織である大学教育センターが

連携して行っている。教職センターは教育職員免許法施行規則第 22 条の 7 で定められた

全学的に教職課程を実施する体制として運営されている。毎年度、教職課程認定基準およ

び関係法令等に基づき、教育課程や各学科の教職専任教員体制等が基準を満たしているか

どうか、教育課程が適切に編成されているかどうかを確認し、修正が必要な場合には各学

科等から選出されている教職センター委員または大学教育センターと協議を行っているほ

か、変更が必要な場合は『教職課程認定の手引き』に基づき変更届を期日までに提出して

いる。また、教育職員免許法施行規則第 22 条の 6 に基づき、毎年度教員の養成の状況につ

いて本学ホームページ上で公開をしており、その作業も担っている。以上のことから、長

野大学教職課程は関係法令に基づき適切に運営していると評価できる。 

教育職員免許法施行規則第 22 条の 8 に基づき、令和 4 年度より教職課程を設置する大

学は自ら点検・評価を行い、その結果を公表することが義務づけられた。本学では、法令

改正の方向性が示されてすぐに学内で自己点検評価のプロセスについて協議し、①課程認

定担当教職員による原案作成、②教職センター会議による協議・修正・承認、③全学組織

である『自己点検・評価委員会』での協議・承認、を経て自己点検評価を公開することを

機関決定した。このプロセスを円滑に遂行するために『自己点検・評価委員会』の委員に

は、教職センター委員の 1 名が学長指名により選出されている。また、自己点検評価書の

作成に当たっては、一般社団法人全国私立大学教職課程協会（全私教協）が作成した「教

職課程自己点検評価基準」や実施の手順等について取りまとめた『「教職課程自己点検評価

報告書」作成の手引き』を参考に、全私教協から示された『令和 4 年度教職課程自己点検

評価報告書フォーム』に基づいて作成された。なお、全私教協のフォームを活用した背景

として、本学は平成 27 年 4 月 1 日に私立大学から公立化した際に全私教協および関東地

区私立大学教職課程研究連絡協議会（関私教協）を退会したものの、公立大学において教

職課程に関わる組織がないことから関私教協を通じて関私教協および全私教協への引き続

きの参画を希望し、令和 4 年度現在全私教協の特別会員校となっている。 

基準領域 1「教職課程に関わる教職員の共通理解に基づく協働的な取り組み」では、各

学科における教員養成の理念および、本学の教育理念である「地域の未来を創造・デザイ

ンできる人材の育成」に基づき教育の柱として掲げている「地域協働型教育」を実現する

ために、初年次からサービス･ラーニングを実施していることを示した。また、教職課程を

運営する全学的な組織として教職センターを設置し、大学全体の教育課程を編成する大学

教育センターと協働して教職課程の円滑な運営を行っていること、特別支援教育課程を設

置していることを活かして特別支援教育の科目の充実に努めていること、小さな教職課程

であることを活かして学科等を超えて教員養成を行っていることは評価できると考える。

一方で、小さな大学故に担当教員の問題から教職系の必修科目と教科に関する専門的事項

の必修科目、学部の必修科目の重複がしばしば生じること、演習・実習系の科目が多く配

置されていることから、学生が様々な場面で資格取得も含めた進路選択を迫られている現
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実があることは今後の検討課題である。 

基準領域 2「学生の確保・育成・キャリア支援」では、セメスター毎のガイダンスを行っ

ていること、履修カルテの作成および面談を通じて教職アドバイザーが学生に対して親身

に指導・支援を行っていること、教職センター会議において学生の様子を定期的に共有し

ていることを示した。学生との面談においては進路や履修上の悩みも含めて学生主体の意

思決定ができるように支援しており、学生がよりより進路選択ができるように教職センタ

ーだけでなく、学部の教員やキャリアサポートセンターとも適宜連携して学生の夢を実現

できるようにしていることは評価できる。また、教員採用試験に向けては実務家教員を中

心に学生の面接や模擬指導等を積極的に行っているほか、大学を上げて地域貢献を行って

いる関係もあり、上小地域の校長会や県立特別支援学校等への講師の紹介も行っている。

本学はその特性上地域に出て活動することが多く、教職との両立が難しくなり教職課程を

辞退する学生が一定数いること、昨今の教員を取り巻く情報の中で教職を希望する学生が

減少傾向にあるが、4 年間辞退することなく教職課程を継続し免許取得までいたる学生は

むしろ増えている。学生が希望する進路につけるようにキャリア支援を充実していくこと、

大きく状況が変わりつつある教員採用試験の状況を注視しつつ、対応を検討していくこと

が課題である。 

基準領域 3「適切な教職課程カリキュラム」については、長野大学が存立している長野

県上小地域の校長会と協働し、学生のサービス・ラーニングの充実に努めている。サービ

ス・ラーニングを継続的に行うことで、理論と実践の往還を実現し実践的な指導力の形成

を図っている。また、年度末に開催している「教職課程研究報告会」では、サービス･ラー

ニングの成果の他に、卒業論文やゼミ論文、各研究室でのゼミ活動の成果についても発表

を行っている。これ以外にも、3 年次に開講している「教育実習指導」や 4 年次の「教職

実践演習」では先輩の授業を聴講する機会を設けたり、「教職実践演習」での外部講師を招

聘する回では全ての教職課程の学生に参加を義務づけている。これらにより、1 年次より

教職の具体的なイメージ化や先輩達の姿を見ることで自分たちの目標設定の一助ともなっ

ている。小さな教職課程であることを活かした実践的な取り組みを行えていると評価でき

る。一方で、大学全体で「地域協働型教育」を掲げていることもあり教職以外の講義でも

学外での活動が多いこと、地域からの依頼は多いものの公共交通機関が十分ではなく自家

用車でないと行けない学校も多いことから、サービス･ラーニングを希望しても参加でき

ない学生もいる。時間的な負担、金銭的な負担の発生をいかに低減していくかは大きな課

題である。 

本学が存立している長野県、上小地域においても教員不足は大きな問題となっている。本

学の教職課程の学生は必ずしも県内出身あるいは長野県の教員希望ではないが、地域全体の

教育力向上のために、学生の確保・養成・教員の輩出を行っていくことは本学が掲げる「「地

域人材の循環システム」の構築」においても非常に重要である。令和 4年度には、1年次か

ら学校現場、地域協働型教育で学んだ学生が 4名現役で教員採用試験に合格するなど、本学

の教員養成は成果を上げつつある。一方で、学生の負担を適正化しつつ、より実践的で効果

的な専門性の獲得のための講義の開発、本学の強みである社会福祉・特別支援教育を上手く

活かした教員養成システムの構築等、課題も山積している。今後も教職センターを中心に、

センター教職員だけではなく大学全体として教職課程の充実に努めていきたい。 
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現状基礎データ票 

 

 

令和４年５月１日現在 

設置者  

公立大学法人長野大学 

大学・学部名称  

長野大学 社会福祉学部、環境ツーリズム学部、企業情報学部 

学科やコースの名称（必要な場合） 

社会福祉学科、環境ツーリズム学科、企業情報学科 

1 卒業者数、教員免許取得者数、教員採用者数等 

① 昨年度卒業者数 347 

② ①のうち、就職者数 

（企業、公務員等を含む） 
304 

③ ①のうち、教員免許取得者の実数 

（複数免許取得者も 1と数える） 
14 

④ ②のうち、教職に就いた者の数 

（正規採用＋臨時的任用の合計数） 
5 

④のうち、正規採用者数 1 

④のうち、臨時的任用者数 4 

２ 教員組織    

 
教授 准教授 講師 助教 その他（非常勤講師等） 

教員数 45 14 0 2 84 

相談員・支援員など専門職員数 ０ 
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